
高槻市 下水道等事業経営計画
中間見直しについて
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下水河川企画課

令和３年度 第１回高槻市下水道等事業審議会
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１．中間見直しについて （１）中間見直しの背景

下水道等事業経営計画の策定と中間見直し

平成２９年３月
高槻市下水道等事業経営計画策定

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

計画期間 １０年

令和３年度（計画の中間年度）

公営企業の基本原則
・使用料収入による独立採算制
・社会資本整備し公共の福祉を増進

公営企業会計を導入
（平成２８年４月）

総務省からの「経営戦略」の策定要請

人口減少 下水道使用料の減収 施設の老朽化 災害対策
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１．中間見直しについて （２）投資計画

計画の進捗状況 ※令和８年度は別途見直し予定

内容 目標 R2実績 R3年度 R8年度

①老朽化対策
緊急度Ⅰの管きょの解消を目指す
【想定延長 96km】

０.１ｋｍ ５７ｋｍ ９６ｋｍ

②地震対策
極めて緊急度の高い幹線管きょの
耐震化率を１００％にする
【対象延長 1.43km】

９５％ ９５％ １００％

③総合雨水対策

雨水貯留施設整備率
令和８年度 ３３％にする
【対象整備規模 105,650㎥】
（全体整備規模 319,000㎥）

８.０％ ２３％ ３３％

雨水流出抑制施設整備率
令和８年度 １３％にする
【対象整備規模 20,208㎥】
（全体整備規模 155,000㎥）

１.３％ ５％ １３％

＜中間目標＞
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１．中間見直しについて （２）投資計画

①老朽化対策

管路施設の点検・調査（平成３０年度～）

【点検状況：３６７km／１，２７７km】

点検工 調査工

操作状況

本管カメラ

テレビモニター

管口カメラ

点検状況
6
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１．中間見直しについて （２）投資計画

投資計画の見直し

①老朽化対策

• 当初計画では、耐用年数50年で「緊急度Ⅰ」の管きょが24.5％存在すること
を想定していた。

• 平成３０年度から実施している本市の調査実績では、「緊急度Ⅰ」の管きょ
が極めて少なく、本市の状況は当初の予測よりも健全であると想定される。

そのため、令和8年度までの老朽化対策の投資額を縮小する。

※本市の健全度予測は、
緊急度Ⅰの管きょが極めて少ないことに加えて、50年以降のサンプル数が少ないため、
50年後の予測は大きく変動する可能性がある。
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１．中間見直しについて （２）投資計画

①老朽化対策

管路施設の改築工事

マンホール蓋（平成２９年度～）

※平成２６年度からの継続事業

管きょ（令和元年度～）

取付管（令和２年度～）

管きょ布設替え（令和２年度） 取付管布設替え（令和２年度）

マンホール蓋更新（令和２年度）
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１．中間見直しについて （２）投資計画

①老朽化対策

日野川雨水ポンプ場のポンプ更新（平成２９年度完了）

・エンジンポンプ × ２基（H26～H27）

・モーターポンプ × ２基（H28～H29）

施工後

モーターポンプ エンジンポンプ

施工時
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１．中間見直しについて （２）投資計画

①老朽化対策

日野川取口の除塵機更新（令和元年度）

柳川取口の除塵機更新（令和２年度）

日野川取口 柳川取口

除塵機
除塵機
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１．中間見直しについて （２）投資計画

計画の進捗状況 ※令和８年度は別途見直し予定

内容 目標 R2実績 R3年度 R8年度

①老朽化対策
緊急度Ⅰの管きょの解消を目指す
【想定延長 96km】

０.１ｋｍ ５７ｋｍ ９６ｋｍ

②地震対策
極めて緊急度の高い幹線管きょの
耐震化率を１００％にする
【対象延長 1.43km】

９５％ ９５％ １００％

③総合雨水対策

雨水貯留施設整備率
令和８年度 ３３％にする
【対象整備規模 105,650㎥】
（全体整備規模 319,000㎥）

８.０％ ２３％ ３３％

雨水流出抑制施設整備率
令和８年度 １３％にする
【対象整備規模 20,208㎥】
（全体整備規模 155,000㎥）

１.３％ ５％ １３％

＜中間目標＞
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１．中間見直しについて （２）投資計画

②地震対策

高槻中幹線の管きょ耐震化

（平成29年度完了）

高槻東幹線の管きょ耐震化

（令和元年度～）

【整備状況：14.6km／15.4km】

施工前
施工後

増厚

既設
コンクリート

概略断面図
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１．中間見直しについて （２）投資計画

②地震対策

指定避難所へのマンホールトイレ整備（令和元年度～）

【整備状況：１４校／小中学校５９校】

テント内部
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１．中間見直しについて （２）投資計画

計画の進捗状況 ※R8年度は別途見直し予定

内容 目標 R2実績 R3年度 R8年度

①老朽化対策
緊急度Ⅰの管きょの解消を目指す
【想定延長 96km】

０.１ｋｍ ５７ｋｍ ９６ｋｍ

②地震対策
極めて緊急度の高い幹線管きょの
耐震化率を１００％にする
【対象延長 1.43km】

９５％ ９５％ １００％

③総合雨水対策

雨水貯留施設整備率
令和８年度 ３３％にする
【対象整備規模 105,650㎥】
（全体整備規模 319,000㎥）

８.０％ ２３％ ３３％

雨水流出抑制施設整備率
令和８年度 １３％にする
【対象整備規模 20,208㎥】
（全体整備規模 155,000㎥）

１.３％ ５％ １３％

＜中間目標＞
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１．中間見直しについて （２）投資計画

投資計画の見直し

③総合雨水対策
• 雨水貯留施設を整備するためには、大規模な公共用地が必要

施工用地：安満遺跡公園内貯留施設 12,000m2
施工用地：高槻城公園内貯留施設 5,000m2

• 地下施設であるため、地上施設等の土地利用と合わせた整備となる

• 雨水貯留施設が整備可能な公共用地確保の目途が立っていない

そのため、新たに雨水貯留施設の整備可能用地の動向に注視しつつ、
当面は排水能力が低い地域の雨水対策を重点化する。

安満遺跡公園内貯留施設 高槻城公園内貯留施設

[出展]国土地理院ウェブサイト https://mapps.gsi.go.jp/

施工用地

施工用地
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１．中間見直しについて （２）投資計画

③総合雨水対策 －時間降雨１１０㎜超過対策－

安満遺跡公園内雨水貯留施設【V=20,000㎥】（平成２９年度完了）

雨水貯留施設

施工時の状況
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１．中間見直しについて （２）投資計画

③総合雨水対策 －時間降雨１１０㎜超過対策－

高槻城公園内雨水貯留施設【V=5,650㎥】（平成３０年度～令和２年度）

浸水被害軽減区域

高槻市役所

導水貯留管

雨水貯留施設(内部)

取水施設
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１．中間見直しについて （２）投資計画

③総合雨水対策 －時間降雨１１０㎜超過対策－

雨水流出抑制施設[校庭貯留]（平成２９年度～）※学校の校庭改修に合わせて順次実施予定

【整備状況：５箇所（令和３年度末予定含む）】

オリフィスます
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１．中間見直しについて （２）投資計画

③総合雨水対策 －通常雨水整備 時間降雨４８㎜対策－

井尻取口の整備（平成２９年度）

成合雨水幹線（令和元年度～令和２年度）

成合雨水幹線井尻取口
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１．中間見直しについて （２）投資計画

投資計画の見直し

➃流域下水道建設負担金

大阪府が所管する流域下水道においても、施設の老朽化に伴う改築などが実施
されており、今後も費用の増加が見込まれる。

大阪府流域下水道事業実施の様子
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今後の整備予定

＜中央処理区・高槻処理区＞

・雨水ポンプの更新

・下水道施設の耐震対策

・老朽化対策の推進（機械・電気設備、土木建築）

【雨水ポンプの更新】 【管きょの更新・耐震化】



１．中間見直しについて （２）投資計画

➃流域下水道建設負担金

（億円）
実績 推計

2.4

4.1

4.7

5.3

3.6 3.6 3.6 3.6 3.6 3.6

2.9

3.4

2.9

2.3

2.8

4.7

3.6

4.7

3.4

3.8

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

当初

見直し
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＜投資額＞
大阪府の中期計画に基づき見直し

※国費の内示率が当初計画を下回
ることが多く、事業が後年度送り
になったため、当初計画より負担
金の金額が増える見込み



＜投資額＞
老朽化対策（地震対策含む）

：平均１５億円→ ７億円
雨水対策 ：平均１７億円→ ９億円
投資総額 ：平均３８億円→２３億円

１．中間見直しについて （２）投資計画

投資計画全体（人件費含む）

22

本編 p.21
実績 推計

（億円）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

流域建設 人件費 雨水対策 老朽化対策（地震対策含む）

28.9 29.6

32.9

15.2

39.9

22.3

42.3

18.0

40.7

23.1

40.7

24.9

40.7

23.9

40.7

23.2

40.7

20.3

40.7

25.7

左が当初計画
右が見直し後

38.0

23.0



高槻市 下水道等事業経営計画
１．中間見直しについて

（３）財政計画
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１．中間見直しについて （３）財政計画

計画の進捗状況

内容 目標 R2実績 R3年度 R8年度

経常収支比率
計画期間を通じ、
１００％を下回らない

１０６％ １００％
以上

１００％
以上

企業債残高対
事業規模比率

令和８年度
５６０％以下にする

５４３％ ６５０％
以下

５６０％
以下

市民１人当たり
企業債残高

令和８年度
１０万円以下にする

１０．２
万円

１１．５
万円

１０．０
万円

資金不足額
計画期間を通じ、
資金不足額なしの状態

－ － －

基準外繰入金 令和８年度までに０円
６．８

億円
９．７

億円
０

円

＜中間目標＞
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１．中間見直しについて （３）財政計画

財政計画の見直し

①人口

②１人１日当たりの使用水量

③下水道使用料

④企業債残高

⑤流域下水道維持管理負担金

⑥減価償却費

⑦支払利息

⑧経常損益

各項目において、当初計画と実績に乖離が見られるため、

決算値を基に再度シミュレーションを行う必要がある。
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１．中間見直しについて （３）財政計画

主な見直し内容
①人口

（万人） 実績 推計

35.4 35.3 35.2 35.2 35.1 35.0 35.0 34.9 34.8 34.8
35.3

35.2 35.1 35.1

34.6
34.4

34.3
34.1

33.9

33.7

32.5

33.0

33.5

34.0

34.5

35.0

35.5

36.0

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

当初

見直し

本編 p.23

※本市の第６次総合計画を基に
将来推計を算出
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１．中間見直しについて （３）財政計画

主な見直し内容
②１人１日当たりの使用水量

実績 推計
（ℓ/日/人）

275.4
273.9

272.4
271.0

269.6
268.1

266.7
265.3

263.9
262.5

279.4
277.9

277.0

282.3

276.2
275.3

274.5
273.6

272.8
271.9

250.0

255.0

260.0

265.0

270.0

275.0

280.0

285.0

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

当初

見直し

本編 p.23

※直近５年の使用水量平均伸び率を基に
将来推計を算出

※令和２年度の増加要因として、コロナ
ウイルス感染拡大による在宅時間の増
加が考えられる
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１．中間見直しについて （３）財政計画

主な見直し内容
③下水道使用料

（億円）

44.8
44.5

44.2
43.9

43.6
43.3

43.0
42.7

42.4
42.0

45.4
45.0

44.7
45.0

44.4

43.1
42.7

42.4
42.0

41.7

39.0

40.0

41.0

42.0

43.0

44.0

45.0

46.0

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

当初

見直し

実績 推計

本編 p.24

※実績分については想定よりも増加して
いるが、将来推計人口の減少などから
当初計画よりも減少を見込んでいる
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１．中間見直しについて （３）財政計画

主な見直し内容
④企業債残高

（億円） 実績 推計

472 

445 

424 

406 

389 
375 

364 
355 349 344 

461 

423 

392 

361 

337 

316 

298 
283 

268 
258 

200

250

300

350

400

450

500

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

当初

見直し

※新規企業債の借入が想定よりも少なく、
当初計画よりも大幅な減少を見込んで
いる
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１．中間見直しについて （３）財政計画

主な見直し内容
⑤流域下水道維持管理負担金
（億円）

18.2

17.9

17.4

17.6

17.3

17.7 17.7 17.7 17.7 17.7
17.8

17.2
17.4

18.1

18.5

19.1

18.3

18.7

19.5 19.5

16.0

16.5

17.0

17.5

18.0

18.5

19.0

19.5

20.0

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

当初

見直し

実績 推計

本編 p.24

※施設の老朽化による維持管理費の増加に
加え、流域下水道の企業会計化によって
令和７年度以降、減価償却費が資本費の
計算に組み込まれることで、当初計画よ
りも費用の増加が見込まれる
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１．中間見直しについて （３）財政計画

主な見直し内容
⑥減価償却費
（億円）

実績 推計

53.0 52.9 52.8 52.8 52.7 52.6
52.4 52.4 52.2 52.2

52.0
52.2

51.7
51.5

51.3

50.7
50.4

50.0

49.5

49.1

47.0

48.0

49.0

50.0

51.0

52.0

53.0

54.0

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

当初

見直し

本編 p.25

※投資計画の見直しに伴い、当初
計画よりも減少を見込んでいる
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１．中間見直しについて （３）財政計画

主な見直し内容
⑦支払利息

（億円） 実績 推計

12.4

11.0

9.8

8.8

8.0
7.4

6.9
6.6 6.4 6.3

12.1

10.6

9.1

7.7

6.7

5.7
5.0

4.4
4.0

3.6

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

当初

見直し

本編 p.25

※新規企業債の借入が減少したことに加え、
調達金利の実績が当初見込んでいた２％
を大きく下回る０.３％から０.８％で推
移していることから将来推計については
１％で算出
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１．中間見直しについて （３）財政計画

主な見直し内容
⑧経常損益

（億円）
実績 推計

0.05

0.51

1.11
0.80

0.64

0.04 0.10 0.05 0.05

-0.43

3.62

5.03

4.31

5.17

2.46 2.54

3.19 3.06

2.53

2.17

-1.00

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

当初

見直し

本編 p.26

※実績については決算額、推計について
は予算額により算出

※当初計画に比べ、減価償却費や支払利
息などの費用が減少したことで経常損
益の改善を見込んでいる
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高槻市 下水道等事業経営計画
２．今後の下水道等事業経営計画について

（１）中間見直し後の経営目標
（２）経営目標達成のための取組
（３）持続可能な経営

34



２．今後の下水道等事業経営計画について

（１）中間見直し後の経営目標
①投資計画

内容 目標 当初計画 見直し後

老朽化対策

緊急度Ⅰの管きょの解消を目指す
【想定延長 96km】

９６ｋｍ ー

緊急度Ⅰの管きょを解消するとともに、平準
化のため、緊急度Ⅱの管きょの改築も行う

ー ９ｋｍ

地震対策

極めて緊急度の高い幹線管きょの
耐震化率を１００％にする
【対象延長 1.43km】

１００％ ー

重要な幹線管きょの耐震化率を４２％にする
【対象延長 179kmのうちR8年度までに76km整備】

ー ４２％

総合雨水対策

雨水貯留施設整備率
令和８年度 ８.１％にする
（全体整備規模 319,000㎥）

３３％ ８.１％

雨水流出抑制施設整備率
令和８年度 ２％にする
(R8年度までに校庭貯留を９校/２６校整備)
（全体整備規模 155,000㎥）

１３％ ２％

本編 p.31
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※令和８年度計画終了時



②財政計画
■経常収支比率

（％）

100.1 
100.5 

101.2 
100.9 100.7 

100.0 100.1 100.1 100.1 
99.5 

104.0 

105.8 
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102.9 103.0 

103.8 103.7 
103.1 

102.6 

96.0

98.0

100.0

102.0

104.0

106.0

108.0

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

当初 見直し

実績 推計

２．今後の下水道等事業経営計画について
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※１００％以上であれば健全な経営状況
（企業会計の場合）



２．今後の下水道等事業経営計画について

②財政計画
■基準外繰入金

（億円）

19.6

17.2

15.2

13.2

9.7

6.7

3

0 0 0

15.9

10.9
9.8

6.8

5.1
4.4

0 0 0 0
0

5

10

15

20

25

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

当初 見直し

実績 推計
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※基準外繰入金０円を令和５年度末に
達成予定



②財政計画

内容 目標 当初 見直し

経常収支比率
計画期間を通じ、
１００％を下回らない

１００％
以上

１００％
以上

企業債残高対
事業規模比率

令和８年度
５６０％以下にする

５６０％
以下

５６０％
以下

市民１人当たり
企業債残高

令和８年度
１０万円以下にする

１０．０
万円

１０．０
万円

資金不足額
計画期間を通じ、
資金不足額なしの状態

－ －

基準外繰入金 令和８年度までに０円
０

円
令和５年度
までに０円

本編 p.32

２．今後の下水道等事業経営計画について
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（２）経営目標達成のための取組

■事業費の平準化

整備事業を計画的、効果的に進め、事業費の平準化を図る

■投資財源の確保

国に事業の必要性や効果についてPRに努めるなど、国庫補助金を確保する

取組を積極的に行う

ⅰ．投資における取組

２．今後の下水道等事業経営計画について

39

本編 p.34



（２）経営目標達成のための取組

■新規企業債借入の抑制

新規企業債の借入は、原則として元金償還額の範囲内とする

■借入方法の見直し

新規企業債の借入方法を元金均等償還に見直す

■管きょの適切な維持管理

予防保全型の維持管理に転換する

■人件費の適正化

業務の効率化に努める

■水洗化率の向上

個別訪問による啓発活動を行う

ⅱ．収支改善の取組

２．今後の下水道等事業経営計画について
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企業債残高の縮減の効果
492億円（H28）→361億円（R2）

「水洗化促進委員会」を設置し、未接続世帯に個別訪問を実施。
接続世帯を増やすことで、下水道使用料の増収につながる。

単年度の支払額は増加するが、
元利均等償還よりも支払利息を抑制できる。

本編 p.34



（２）経営目標達成のための取組

■広報活動の充実

ホームページ・広報誌・出前講座等による広報活動・YouTube動画配信

ⅲ．その他の取組

小学校での総合学習 「下水道の日」パネル展示

広報動画（YouTube）

２．今後の下水道等事業経営計画について
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啓発看板の設置

（R2.9.7～R2.9.11）

（再生回数：3,200回超）

本編 p.35



（２）経営目標達成のための取組

■人材育成

外部研修の活用

技術職員間での内部研修
・土木技術連絡協議会（土木職員で構成）による研修会

内 容：各課が担当する現場の見学会や工法の知識習得など

実施回数： ５回（令和２年度）

参加人数：９１人

■包括的民間委託の研究

先行他市の事例も参考に研究を始める
・管路の維持管理などを民間委託している地方公共団体もある

・近隣市でも下水道施設について包括的民間委託を開始

ⅲ．その他の取組

２．今後の下水道等事業経営計画について
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本編 p.35



②下水道使用料の改定について

下水道使用料の減収や施設の老朽化に伴う更新など、マイナス要因はあるが、

経常収支比率やその他経営指標から判断すると、下水道等事業会計は健全な経営

を維持することができる。

よって、現時点では下水道使用料を改定する必要はないと考えられる。

下水道使用料の改定の要否については、令和８年度に策定予定の次期経営計画

において再度検討を行う。

経費の削減や水洗化率の向上等による収入確保に努めるとともに、計画的な

投資を行うことで、引き続き、経営基盤の強化を図る。

２．今後の下水道等事業経営計画について
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①経営基盤の強化

（３）持続可能な経営 本編 p.35
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